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 平成12年４月１日以降に元請けとして完
成・引き渡しが完了した、上記の同種工
事の経験を有する者であること。
なお、同種工事の施工実績は、１件のみ
提出するものとし、複数提出した場合は、
競争参加資格がないものとする場合があ
る。
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上であること。ただし、乙型
ＪＶ（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績
については、出資比率に関わらず各構成員
が施工を行った分担工事の実績であるこ
と。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府
沖縄総合事務局開発建設部（開発建設部関
係事務所を含む）の発注した工事のうち入
札説明書に示すものに係る実績である場合
にあっては、評定点が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関がＣＯＲＩＮ
Ｓに登録を義務付けている場合は、ＣＯＲ
ＩＮＳに登録されていなければ、実績とし
て認めない。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

 競争参加資格確認申請書（競争参加資格確
認のための添付資料を含む。以下「申請書」
という。）の提出期限の日から開札の日までの
期間に、中国地方整備局長から工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停止
を受けていないこと。
 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体の場合は各構成員をいう。以下
同じ。）、又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある又は特別な提携関係等
がある建設業者でないこと。

 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。（資本関係又は人
的関係がある者の全てが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）
 本工事に事業協同組合または協業組合とし
て申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価における評価項目及び評
価の着目点は、次のとおりとする。
以下、技術提案（具体的な施工計画）とは、
標準案と一部又は全て異なる施工方法で施工
することをいい、標準案とは、入札説明書（添
付図面等を含む。）の設計図面及び仕様等に示
した施工方法にしたがって施工することをい
う。
１）施工体制（施工体制評価点）
 品質確保の実効性
「工事の品質確保のための適切な施工
体制」について着目し評価する。
 施工体制確保の確実性
「工事の品質確保のための施工体制の
ほか、必要な人員及び材料の確保等の適
切な施工体制」について着目し評価する。

２）技術提案（具体的な施工計画）（加算点）
 トンネル本体の品質・耐久性向上に関
する施工計画
トンネルは、長期間にわたり安全な使
用に耐えるものでなければならない。そ
のため、トンネルの品質・耐久性の向上
にあたり特に留意が必要である。
〇トンネルの構造体として重要である覆
工コンクリートは、アーチ状の薄いコ
ンクリート構造体を地山と覆工型枠に
挟まれた狭い空間に形成する構造であ
り、施工には厳しい条件が多くひび割
れや剥離等が発生しやすい。このよう
な施工条件のなかで覆工コンクリート
の品質向上を図るためには適切な施工
（配合・養生）に十分留意する必要が
ある。
〇同じくトンネルの構造体として重要で
あるインバートコンクリートは、当該
工事施工区間の半分以上において設置
を予定しており、適切な施工（打設・
締固め・養生）に十分留意する必要が
ある。

〇当該トンネルでは湧水が想定され、ト
ンネルの漏水は覆工及びトンネル内諸
設備の機能や耐久性を低下させるた
め、防水工における防水機能及び排水
機能に十分留意する必要がある。
〇トンネル内における滞水は、路盤劣化
の原因になるとともに、地下排水工は
路盤やインバートの下部となるため一
度設置されると点検、清掃等が困難と
なることから、排水工の機能確保に十
分留意する必要がある。
以上のことから、「トンネル本体の品
質・耐久性向上に関する施工計画」に着
目し評価する。

 入札参加者は「価格」及び、「価格以外の要
素」をもって入札に参加し、次の～の要
件に該当する者のうち、下記によって得ら
れる標準点と施工体制評価点と加算点の合計
を入札価格で除した数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限範囲内である
こと。
 「トンネル本体の品質・耐久性向上に関
する施工計画」が入札説明書に記載した要
求要件を満たしていること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（「基準評価値」）に対して下回らないこ
と。

 得点配分の詳細は、入札説明書による。
 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、当該者にくじを引かせて
落札者を決定する。

４ 入札手続等
 担当部局 〒7308530 広島県広島市中区
上八丁堀６番30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課 ＴＥＬ0822219231（代
表）内線2526
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
 入札説明書は、平成27年10月１日から平
成28年１月８日までに電子入札システムか
ら入手するものとする。
電子入札システム
http://www.e-bisc.go.jp/

 電子入札システムの利用ができない場合
は、以下の交付場所でも交付する。
交付期間：平成27年10月１日から平成28年

１月８日までのうち閉庁日を除
く毎日の10時00分から17時00分
までとする。

交付場所：広島県広島市中区上八丁堀６番
30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課

申込み方法：事前の申込みは不要であり、
交付場所で手交する。郵送又
はＦＡＸによる入手申込みは
認めない。

 歩掛見積書作成に必要な参考資料等 歩
掛見積書作成に必要な歩掛見積参考資料
（参考図、見積条件等）を本工事の入札説
明書と併せて配布する。

 見積に必要な図面等の交付期間、場所及び
方法 交付期間及び入手方法は上記と同
様とする。電子入札システムの利用ができな
い場合は、上記の交付場所で交付する。
なお、交付希望を事前に交付場所に以下の必
要事項を記入の上、ＦＡＸにて申込（様式自
由。）すること。申込があった翌開庁日以降に
交付するものとし、交付に際しては、見積に
必要な図面等をＣＤでデータとして手交す
る。
申込書記入項目：当該工事名、会社名、代表

者名、住所、電話番号、Ｆ
ＡＸ番号、連絡担当者名

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
申請書は、平成27年10月２日から平成27年
10月20日17時までに、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、平成27年10月２日から平成27年10
月20日17時まで（土曜日、日曜日、祝日を除
く）に、上記４に直接持参又は郵送（書留
郵便に限る。必着のこと。）すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札の締め切りは、平成28年１
月８日15時30分。電子入札システムにより提
出すること。ただし、発注者の承諾を得た場
合は、上記に直接持参すること。
開札は、平成28年１月15日15時30分、中国
地方整備局入札室にて行う。





		2015-09-29T21:03:18+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




